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（ＬＳ）企業行動と租税　2006年7月28日

出題者：浅妻章如

問題文　
　以下の各問いに答えよ。解答の順序は問わないが、解答に際してはどの問いについてのものであるか明示せよ。条文を参照する必要がある場合は後掲法人税法抜粋によることとする。抜粋に挙がっていない条文が関係する場合にその条文を掲記しないことは減点対象としない。地方税、個人所得税、法人組織再編税制、連結納税制度、同族会社の行為・計算の否認に関する事項については考えなくてよい。
第一問　第0年度の年末に10000を支出して、耐用期間5年、残存価額0の機械を購入した。減価償却の計算方法は定額法によるものとする。機械を購入する際、更に2000の支出があった。この2000の支出が第0年度の費用となるか、機械の取得価額に算入されるか、について、税務署と納税者との間で意見が食い違った。この機械は第4年度の年末に13000で売却された。
(1)　2000の支出の性格について、なぜ税務署と納税者との間で対立が生ずるのか。通常どちらが費用であると主張しどちらが取得価額に算入されると主張するかが分かるようにしながら、論じよ。（10点）
(2)　(1)で論じた通常の場合の納税者の立場と異なる主張を納税者が行なうとする。どのような事情が背景にあると推測されるか、説明せよ。（10点）
(3)　第4年度にこの機械についての譲渡益は幾らになるか。(1)で論じた税務署・納税者それぞれの立場に従って、計算せよ。（10点）
(4)　(1)で論じた納税者の立場に従うと、税務署の立場に従った場合と比べて、税負担は第0年度の現在価値に換算して幾ら軽減されることになるか。税率をt、割引率をrとし、計算式を示せ（計算結果までは示さなくてよい）。（10点）
第二問　Ａ社（日本の株式会社）の子会社・Ｂ社（日本の株式会社）は経営不振に陥っていた。そこでＡ社はＢ社に対する様々な救済策を考えることにした。
(あ)　Ａ社はＢ社に対する過去の貸付金債権を放棄することを考えた。

(い)　Ａ社はＢ社に無利息融資をすることを考えた。

(う)　Ａ社が有する土地をＢ社に譲渡し、Ｂ社がその土地を第三者に転売すること、またはＢ社がその土地を担保に供して融資を受けることを考えた。
(1)　あなたはＡ社から税務上のアドバイスを求められた。判例法理に詳しいあなたは、(あ)の方策に危険を感じた。どのような危険を感じたか、説明せよ。（10点）
(2)　どうもＡ社の幹部は、あなたが「(あ)の方策は危険だ」と諭そうとしても、聞く耳を持たないらしい。そこで、税務署長と裁判になった時には従来の判例法理を打ち破らねばならない、と覚悟した。従来の判例法理を打ち破るためにどのような主張をあなたは展開するか、説明せよ。（10点）
(3)　Ａ社は(い)の方策を実行した。税務署内の検討会議で、税務署長は「適正な利子相当額が、Ａ社からＢ社に経済的に移転してしまっているが、これは典型的な移転価格問題である。移転価格問題に対しては、独立当事者間価格で取引がなされたものと税務上擬制して課税をすべきであるから、本件では適正な利子が付された融資契約であると擬制して課税処分を打つべきだ」と論じた。しかし、同じ税務署の署員であるあなたは、税務署長の課税方法は間違っていると考えた。税務署長の議論の間違いを指摘しつつ、正しい課税を論じよ。（20点）
(4)　(う)の方策が実行された場合に、どのような課税が行なわれるか或いは行なわれないか、場合分けしつつ論じよ。（20点）

法人税法抜粋
第二十二条 　内国法人の各事業年度の所得の金額は、当該事業年度の益金の額から当該事業年度の損金の額を控除した金額とする。 

２ 　内国法人の各事業年度の所得の金額の計算上当該事業年度の益金の額に算入すべき金額は、別段の定めがあるものを除き、資産の販売、有償又は無償による資産の譲渡又は役務の提供、無償による資産の譲受けその他の取引で資本等取引以外のものに係る当該事業年度の収益の額とする。 

３ 　内国法人の各事業年度の所得の金額の計算上当該事業年度の損金の額に算入すべき金額は、別段の定めがあるものを除き、次に掲げる額とする。 

一 　当該事業年度の収益に係る売上原価、完成工事原価その他これらに準ずる原価の額 

二 　前号に掲げるもののほか、当該事業年度の販売費、一般管理費その他の費用（償却費以外の費用で当該事業年度終了の日までに債務の確定しないものを除く。）の額 

三 　当該事業年度の損失の額で資本等取引以外の取引に係るもの 

４ 　第二項に規定する当該事業年度の収益の額及び前項各号に掲げる額は、一般に公正妥当と認められる会計処理の基準に従つて計算されるものとする。 

５ 　第二項又は第三項に規定する資本等取引とは、法人の資本金等の額の増加又は減少を生ずる取引及び法人が行う利益又は剰余金の分配（資産の流動化に関する法律第百十五条第一項 （中間配当）に規定する金銭の分配を含む。）をいう。 

第二十三条 　内国法人が受ける次に掲げる金額（外国法人若しくは公益法人等又は人格のない社団等から受ける第一号に掲げるものを除く。以下この条において「配当等の額」という。）のうち、連結法人株式等（連結法人の株式又は出資のうち政令で定めるものをいう。以下この条において同じ。）及び関係法人株式等のいずれにも該当しない株式等（株式、出資又は受益証券をいう。以下この条において同じ。）に係る配当等の額の百分の五十に相当する金額並びに関係法人株式等に係る配当等の額は、その内国法人の各事業年度の所得の金額の計算上、益金の額に算入しない。 

一 　剰余金の配当（株式又は出資に係るものに限るものとし、資本剰余金の額の減少に伴うもの及び分割型分割によるものを除く。）若しくは利益の配当（分割型分割によるものを除く。）又は剰余金の分配（出資に係るものに限る。）の額 

二 　資産の流動化に関する法律第百十五条第一項 （中間配当）に規定する金銭の分配の額 

三 　特定信託の収益の分配の額として政令で定めるところにより計算した金額 

四 　公社債投資信託以外の証券投資信託の収益の分配の額のうち、内国法人から受ける第一号に掲げる金額から成るものとして政令で定めるところにより計算した金額 

２ 　内国法人が受ける配当等の額のうち、連結法人株式等に係る配当等の額は、その内国法人の各事業年度の所得の金額の計算上、益金の額に算入しない。 

３ 　前二項の規定は、内国法人がその受ける配当等の額（次条第一項の規定により、その内国法人が受ける配当等の額とみなされる金額を除く。以下この項において同じ。）の元本である株式等をその配当等の額の支払に係る基準日（信託の収益の分配にあつては、その計算の基礎となつた期間の末日）以前一月以内に取得し、かつ、当該株式等又は当該株式等と銘柄を同じくする株式等を当該基準日後二月以内に譲渡した場合における当該譲渡した株式等のうち政令で定めるものの配当等の額については、適用しない。 

４ 　第一項の場合において、同項の内国法人が当該事業年度において支払う負債の利子（これに準ずるものとして政令で定めるものを含むものとし、当該内国法人との間に連結完全支配関係がある連結法人に支払うものを除く。）があるときは、同項の規定により当該事業年度の所得の金額の計算上益金の額に算入しない金額は、次に掲げる金額の合計額とする。 

一 　その保有する連結法人株式等及び関係法人株式等のいずれにも該当しない株式等につき当該事業年度において受ける配当等の額の合計額から当該負債の利子の額のうち当該株式等に係る部分の金額として政令で定めるところにより計算した金額を控除した金額の百分の五十に相当する金額 

二 　その保有する関係法人株式等につき当該事業年度において受ける配当等の額の合計額から当該負債の利子の額のうち当該関係法人株式等に係る部分の金額として政令で定めるところにより計算した金額を控除した金額 

５ 　第一項及び前項に規定する関係法人株式等とは、内国法人が他の内国法人（公益法人等及び人格のない社団等を除く。）の発行済株式又は出資（当該他の内国法人が有する自己の株式又は出資を除く。）の総数又は総額の百分の二十五以上に相当する数又は金額の株式又は出資を有する場合として政令で定める場合における当該他の内国法人の株式又は出資（連結法人株式等を除く。）をいう。 

６ 　第一項及び第二項の規定は、確定申告書に益金の額に算入されない配当等の額及びその計算に関する明細の記載がある場合に限り、適用する。この場合において、これらの規定により益金の額に算入されない金額は、当該金額として記載された金額を限度とする。 

７ 　税務署長は、第一項及び第二項の規定により益金の額に算入されないこととなる金額の全部又は一部につき前項の記載がない確定申告書の提出があつた場合においても、その記載がなかつたことについてやむを得ない事情があると認めるときは、その記載がなかつた金額につき第一項及び第二項の規定を適用することができる。 

８ 　適格合併、適格分割、適格現物出資又は適格事後設立により株式等の移転が行われた場合における第一項から第三項までの規定の適用その他第一項から第五項までの規定の適用に関し必要な事項は、政令で定める。 

第二十四条 　法人（公益法人等及び人格のない社団等を除く。以下この条において同じ。）の株主等である内国法人が当該法人の次に掲げる事由により金銭その他の資産の交付を受けた場合において、その金銭の額及び金銭以外の資産の価額の合計額が当該法人の資本金等の額又は連結個別資本金等の額のうちその交付の基因となつた当該法人の株式又は出資に対応する部分の金額を超えるときは、この法律の規定の適用については、その超える部分の金額は、前条第一項第一号に掲げる金額とみなす。 

一 　合併（適格合併を除く。） 

二 　分割型分割（適格分割型分割を除く。） 

三 　資本の払戻し（剰余金の配当（資本剰余金の額の減少に伴うものに限る。）のうち、分割型分割によるもの以外のものをいう。）又は解散による残余財産の分配 

四 　自己の株式又は出資の取得（証券取引所の開設する市場における購入による取得その他の政令で定める取得及び第六十一条の二第十一項第一号から第三号まで（有価証券の譲渡益又は譲渡損の益金又は損金算入）に掲げる株式又は出資の同項に規定する場合に該当する場合における取得を除く。） 

五 　出資の消却（取得した出資について行うものを除く。）、出資の払戻し、社員その他法人の出資者の退社又は脱退による持分の払戻しその他株式又は出資をその発行した法人が取得することなく消滅させること。 

六 　組織変更（当該組織変更に際して当該組織変更をした法人の株式又は出資以外の資産を交付したものに限る。） 

２ 　合併法人が抱合株式（当該合併法人が合併の直前に有していた被合併法人の株式（出資を含む。以下この項において同じ。）又は被合併法人が当該合併の直前に有していた他の被合併法人の株式をいう。）に対し当該合併による株式の割当て又は当該株式以外の資産の交付をしなかつた場合においても、政令で定めるところにより当該合併法人が株式割当等（当該合併による当該株式の割当て又は当該資産の交付をいう。）を受けたものとみなして、前項の規定を適用する。 

３ 　第一項に規定する株式又は出資に対応する部分の金額の計算の方法その他前二項の規定の適用に関し必要な事項は、政令で定める。 

第二十五条 　内国法人がその有する資産の評価換えをしてその帳簿価額を増額した場合には、その増額した部分の金額は、その内国法人の各事業年度の所得の金額の計算上、益金の額に算入しない。 

２ 　内国法人がその有する資産につき会社更生法 （平成十四年法律第百五十四号）又は金融機関等の更生手続の特例等に関する法律 （平成八年法律第九十五号）の規定による更生計画認可の決定があつたことによりこれらの法律の規定に従つて行う評価換えその他政令で定める評価換えをしてその帳簿価額を増額した場合には、その増額した部分の金額は、前項の規定にかかわらず、これらの評価換えをした日の属する事業年度の所得の金額の計算上、益金の額に算入する。 

３ 　内国法人について民事再生法 （平成十一年法律第二百二十五号）の規定による再生計画認可の決定があつたことその他これに準ずる政令で定める事実が生じた場合において、その内国法人がその有する資産の価額につき政令で定める評定を行つているときは、その資産（政令で定めるものを除く。）の評価益の額として政令で定める金額は、第一項の規定にかかわらず、これらの事実が生じた日の属する事業年度の所得の金額の計算上、益金の額に算入する。 

４ 　第一項の規定の適用があつた場合において、同項の評価換えにより増額された金額を益金の額に算入されなかつた資産については、その評価換えをした日の属する事業年度以後の各事業年度の所得の金額の計算上、当該資産の帳簿価額は、その増額がされなかつたものとみなす。 

５ 　第三項の規定は、確定申告書に同項に規定する評価益の額として政令で定める金額の益金算入に関する明細（次項において「評価益明細」という。）の記載があり、かつ、財務省令で定める書類（次項において「評価益関係書類」という。）の添付がある場合（第三十三条第三項（資産の評価損の損金不算入等）に規定する資産につき同項に規定する評価損の額として政令で定める金額がある場合（次項において「評価損がある場合」という。）には、同条第五項に規定する評価損明細（次項において「評価損明細」という。）の記載及び同条第五項に規定する評価損関係書類（次項において「評価損関係書類」という。）の添付がある場合に限る。）に限り、適用する。 

６ 　税務署長は、評価益明細（評価損がある場合には、評価益明細又は評価損明細）の記載又は評価益関係書類（評価損がある場合には、評価益関係書類又は評価損関係書類）の添付がない確定申告書の提出があつた場合においても、当該記載又は当該添付がなかつたことについてやむを得ない事情があると認めるときは、第三項の規定を適用することができる。 

７ 　前三項に定めるもののほか、第一項から第三項までの規定の適用に関し必要な事項は、政令で定める。

第三十三条 　内国法人がその有する資産の評価換えをしてその帳簿価額を減額した場合には、その減額した部分の金額は、その内国法人の各事業年度の所得の金額の計算上、損金の額に算入しない。 

２ 　内国法人の有する資産（預金、貯金、貸付金、売掛金その他の債権（次項において「預金等」という。）を除く。）につき、災害による著しい損傷により当該資産の価額がその帳簿価額を下回ることとなつたこと、会社更生法 又は金融機関等の更生手続の特例等に関する法律 の規定による更生計画認可の決定があつたことによりこれらの法律の規定に従つてその評価換えをする必要が生じたことその他の政令で定める事実が生じた場合において、その内国法人が当該資産の評価換えをして損金経理によりその帳簿価額を減額したときは、その減額した部分の金額のうち、その評価換えの直前の当該資産の帳簿価額とその評価換えをした日の属する事業年度終了の時における当該資産の価額との差額に達するまでの金額（これらの法律の規定に従つて行う評価換えの場合にあつては、その減額した部分の金額）は、前項の規定にかかわらず、これらの評価換えをした日の属する事業年度の所得の金額の計算上、損金の額に算入する。 

３ 　内国法人について民事再生法 の規定による再生計画認可の決定があつたことその他これに準ずる政令で定める事実が生じた場合において、その内国法人がその有する資産の価額につき政令で定める評定を行つているときは、その資産（預金等その他政令で定める資産を除く。）の評価損の額として政令で定める金額は、第一項の規定にかかわらず、これらの事実が生じた日の属する事業年度の所得の金額の計算上、損金の額に算入する。 

４ 　第一項の規定の適用があつた場合において、同項の評価換えにより減額された金額を損金の額に算入されなかつた資産については、その評価換えをした日の属する事業年度以後の各事業年度の所得の金額の計算上、当該資産の帳簿価額は、その減額がされなかつたものとみなす。 

５ 　第三項の規定は、確定申告書に同項に規定する評価損の額として政令で定める金額の損金算入に関する明細（次項において「評価損明細」という。）の記載があり、かつ、財務省令で定める書類（次項において「評価損関係書類」という。）の添付がある場合（第二十五条第三項（資産の評価益の益金不算入等）に規定する資産につき同項に規定する評価益の額として政令で定める金額がある場合（次項において「評価益がある場合」という。）には、同条第五項に規定する評価益明細（次項において「評価益明細」という。）の記載及び同条第五項に規定する評価益関係書類（次項において「評価益関係書類」という。）の添付がある場合に限る。）に限り、適用する。 

６ 　税務署長は、評価損明細（評価益がある場合には、評価損明細又は評価益明細）の記載又は評価損関係書類（評価益がある場合には、評価損関係書類又は評価益関係書類）の添付がない確定申告書の提出があつた場合においても、当該記載又は当該添付がなかつたことについてやむを得ない事情があると認めるときは、第三項の規定を適用することができる。 

７ 　前三項に定めるもののほか、第一項から第三項までの規定の適用に関し必要な事項は、政令で定める。 

第三十四条 　内国法人がその役員に対して支給する給与（退職給与及び第五十四条第一項（新株予約権を対価とする費用の帰属事業年度の特例等）に規定する新株予約権によるもの並びにこれら以外のもので使用人としての職務を有する役員に対して支給する当該職務に対するもの並びに第三項の規定の適用があるものを除く。以下この項において同じ。）のうち次に掲げる給与のいずれにも該当しないものの額は、その内国法人の各事業年度の所得の金額の計算上、損金の額に算入しない。 

一 　その支給時期が一月以下の一定の期間ごとであり、かつ、当該事業年度の各支給時期における支給額が同額である給与その他これに準ずるものとして政令で定める給与（次号において「定期同額給与」という。） 

二 　その役員の職務につき所定の時期に確定額を支給する旨の定めに基づいて支給する給与（政令で定めるところにより納税地の所轄税務署長にその定めの内容に関する届出をしている場合における当該給与に限るものとし、定期同額給与及び利益連動給与（利益に関する指標を基礎として算定される給与をいう。次号において同じ。）を除く。） 

三 　内国法人（同族会社に該当するものを除く。）がその業務執行役員（業務を執行する役員として政令で定めるものをいう。以下この号において同じ。）に対して支給する利益連動給与で次に掲げる要件を満たすもの（他の業務執行役員のすべてに対して次に掲げる要件を満たす利益連動給与を支給する場合に限る。）

イ　その算定方法が、当該事業年度の利益に関する指標（証券取引法第二十四条第一項 （有価証券報告書）に規定する有価証券報告書（（３）において「有価証券報告書」という。）に記載されるものに限る。）を基礎とした客観的なもの（次に掲げる要件を満たすものに限る。）であること。

（１）　確定額を限度としているものであり、かつ、他の業務執行役員に対して支給する利益連動給与に係る算定方法と同様のものであること。

（２）　政令で定める日までに、報酬委員会（会社法第四百四条第三項 （委員会の権限等）の報酬委員会をいい、当該内国法人の業務執行役員又は当該業務執行役員と政令で定める特殊の関係のある者がその委員になつているものを除く。）が決定をしていることその他これに準ずる適正な手続として政令で定める手続を経ていること。

（３）　その内容が、（２）の決定又は手続の終了の日以後遅滞なく、有価証券報告書に記載されていることその他財務省令で定める方法により開示されていること。

ロ　その他政令で定める要件

２ 　内国法人がその役員に対して支給する給与（前項又は次項の規定の適用があるものを除く。）の額のうち不相当に高額な部分の金額として政令で定める金額は、その内国法人の各事業年度の所得の金額の計算上、損金の額に算入しない。 

３ 　内国法人が、事実を隠ぺいし、又は仮装して経理をすることによりその役員に対して支給する給与の額は、その内国法人の各事業年度の所得の金額の計算上、損金の額に算入しない。 

４ 　前三項に規定する給与には、債務の免除による利益その他の経済的な利益を含むものとする。 

５ 　第一項に規定する使用人としての職務を有する役員とは、役員（社長、理事長その他政令で定めるものを除く。）のうち、部長、課長その他法人の使用人としての職制上の地位を有し、かつ、常時使用人としての職務に従事するものをいう。 

６ 　前二項に定めるもののほか、第一項から第三項までの規定の適用に関し必要な事項は、政令で定める。 

第三十五条 　内国法人である特殊支配同族会社（同族会社の業務主宰役員（法人の業務を主宰している役員をいい、個人に限る。以下この項において同じ。）及び当該業務主宰役員と特殊の関係のある者として政令で定める者（以下この項において「業務主宰役員関連者」という。）がその同族会社の発行済株式又は出資（その同族会社が有する自己の株式又は出資を除く。）の総数又は総額の百分の九十以上に相当する数又は金額の株式又は出資を有する場合その他政令で定める場合における当該同族会社（当該業務主宰役員及び常務に従事する業務主宰役員関連者の総数が常務に従事する役員の総数の半数を超えるものに限る。）をいう。以下この条において同じ。）が当該特殊支配同族会社の業務主宰役員に対して支給する給与（債務の免除による利益その他の経済的な利益を含むものとし、退職給与を除く。）の額（前条の規定により損金の額に算入されない金額を除く。）のうち当該給与の額を基礎として政令で定めるところにより計算した金額は、当該特殊支配同族会社の各事業年度の所得の金額の計算上、損金の額に算入しない。 

２ 　前項の特殊支配同族会社の基準所得金額（当該事業年度開始の日前三年以内に開始した各事業年度又は各連結事業年度の所得の金額若しくは欠損金額又は第八十一条の十八第一項（連結法人税の個別帰属額の計算）に規定する個別所得金額若しくは個別欠損金額を基礎として政令で定めるところにより計算した金額をいう。）が政令で定める金額以下である事業年度その他政令で定める事業年度については、前項の規定は、適用しない。 

３ 　第一項の場合において、内国法人が特殊支配同族会社に該当するかどうかの判定は、当該内国法人の当該事業年度終了の時の現況による。 

４ 　前二項に定めるもののほか、第一項の規定の適用に関し必要な事項は、政令で定める。 

第三十六条 　内国法人がその役員と政令で定める特殊の関係のある使用人に対して支給する給与（債務の免除による利益その他の経済的な利益を含む。）の額のうち不相当に高額な部分の金額として政令で定める金額は、その内国法人の各事業年度の所得の金額の計算上、損金の額に算入しない。 

第三十七条 　内国法人が各事業年度において支出した寄附金の額（次項の規定の適用を受ける寄附金の額を除く。）の合計額のうち、その内国法人の当該事業年度終了の時の資本金等の額又は当該事業年度の所得の金額を基礎として政令で定めるところにより計算した金額（第四項において「損金算入限度額」という。）を超える部分の金額は、当該内国法人の各事業年度の所得の金額の計算上、損金の額に算入しない。 

２ 　内国法人が各事業年度において当該内国法人との間に連結完全支配関係がある連結法人に対して支出した寄附金の額があるときは、その寄附金の額は、当該内国法人の各事業年度の所得の金額の計算上、損金の額に算入しない。 

３ 　第一項の場合において、同項に規定する寄附金の額のうちに次の各号に掲げる寄附金の額があるときは、当該各号に掲げる寄附金の額の合計額は、同項に規定する寄附金の額の合計額に算入しない。 

一 　国又は地方公共団体（港湾法 （昭和二十五年法律第二百十八号）の規定による港務局を含む。）に対する寄附金（その寄附をした者がその寄附によつて設けられた設備を専属的に利用することその他特別の利益がその寄附をした者に及ぶと認められるものを除く。）の額 

二 　民法 （明治二十九年法律第八十九号）第三十四条 （公益法人の設立）の規定により設立された法人その他公益を目的とする事業を行う法人又は団体に対する寄附金（当該法人の設立のためにされる寄附金その他の当該法人の設立前においてされる寄附金で政令で定めるものを含む。）のうち、次に掲げる要件を満たすと認められるものとして政令で定めるところにより財務大臣が指定したものの額

イ　広く一般に募集されること。

ロ　教育又は科学の振興、文化の向上、社会福祉への貢献その他公益の増進に寄与するための支出で緊急を要するものに充てられることが確実であること。

４ 　第一項の場合において、同項に規定する寄附金の額のうちに、公共法人、公益法人等その他特別の法律により設立された法人のうち、教育又は科学の振興、文化の向上、社会福祉への貢献その他公益の増進に著しく寄与するものとして政令で定めるものに対する当該法人の主たる目的である業務に関連する寄附金（前項各号に規定する寄附金に該当するものを除く。）の額があるときは、当該寄附金の額の合計額（当該合計額が当該事業年度に係る損金算入限度額を超える場合には、当該損金算入限度額に相当する金額）は、第一項に規定する寄附金の額の合計額に算入しない。ただし、内国法人である公益法人等が支出した寄附金の額については、この限りでない。 

５ 　内国法人である公益法人等がその収益事業に属する資産のうちからその収益事業以外の事業のために支出した金額は、その収益事業に係る寄附金の額とみなして、第一項の規定を適用する。 

６ 　内国法人が特定公益信託（信託法 （大正十一年法律第六十二号）第六十六条 （公益信託）に規定する公益信託で信託終了の時における信託財産がその信託財産に係る信託の委託者に帰属しないこと及びその信託事務の実施につき政令で定める要件を満たすものであることについて政令で定めるところにより証明がされたものをいう。）の信託財産とするために支出した金銭の額は、寄附金の額とみなして第一項、第四項、第九項及び第十項の規定を適用する。この場合において、第四項中「）の額」とあるのは、「）の額（第六項に規定する特定公益信託のうち、その目的が教育又は科学の振興、文化の向上、社会福祉への貢献その他公益の増進に著しく寄与するものとして政令で定めるものの信託財産とするために支出した金銭の額を含む。）」とするほか、この項の規定の適用を受けるための手続に関し必要な事項は、政令で定める。 

７ 　前各項に規定する寄附金の額は、寄附金、拠出金、見舞金その他いずれの名義をもつてするかを問わず、内国法人が金銭その他の資産又は経済的な利益の贈与又は無償の供与（広告宣伝及び見本品の費用その他これらに類する費用並びに交際費、接待費及び福利厚生費とされるべきものを除く。次項において同じ。）をした場合における当該金銭の額若しくは金銭以外の資産のその贈与の時における価額又は当該経済的な利益のその供与の時における価額によるものとする。 

８ 　内国法人が資産の譲渡又は経済的な利益の供与をした場合において、その譲渡又は供与の対価の額が当該資産のその譲渡の時における価額又は当該経済的な利益のその供与の時における価額に比して低いときは、当該対価の額と当該価額との差額のうち実質的に贈与又は無償の供与をしたと認められる金額は、前項の寄附金の額に含まれるものとする。 

９ 　第三項及び第四項の規定は、確定申告書に第一項に規定する寄附金の額の合計額に算入されない第三項各号に掲げる金額又は第四項に規定する寄附金の額の記載及び第三項各号又は第四項に規定する寄附金の明細書の添付があり、かつ、財務省令で定める書類を保存している場合に限り、適用する。この場合において、第三項又は第四項の規定により第一項に規定する寄附金の額の合計額に算入されない金額は、当該金額として記載された金額を限度とする。 

１０ 　税務署長は、第三項又は第四項の規定により第一項に規定する寄附金の額の合計額に算入されないこととなる金額の全部又は一部につき前項の記載若しくは明細書の添付がない確定申告書の提出があつた場合又は同項の書類の保存がない場合においても、その記載若しくは明細書の添付又は書類の保存がなかつたことについてやむを得ない事情があると認めるときは、その記載若しくは明細書の添付又は書類の保存がなかつた金額につき第三項又は第四項の規定を適用することができる。 

１１ 　財務大臣は、第三項第二号の指定をしたときは、これを告示する。 

１２ 　第五項から前項までに定めるもののほか、第一項から第四項までの規定の適用に関し必要な事項は、政令で定める。 

第三十八条 　内国法人が納付する法人税（延滞税、過少申告加算税、無申告加算税及び重加算税を除く。以下この項において同じ。）の額は、次に掲げる法人税の額を除き、その内国法人の各事業年度の所得の金額の計算上、損金の額に算入しない。 

一 　退職年金等積立金に対する法人税 

二 　国税通則法第三十五条第二項 （修正申告等による納付）の規定により納付すべき金額のうち同法第十九条第四項第三号 ハ（修正申告により納付すべき還付加算金相当額）又は第二十八条第二項第三号 ハ（更正により納付すべき還付加算金相当額）に掲げる金額に相当する法人税 

三 　第七十五条第七項（確定申告期限の延長の場合の利子税）（第七十五条の二第六項若しくは第八項（確定申告期限の延長の特例の場合の利子税）、第八十一条の二十三第二項（連結確定申告期限の延長の場合の利子税）又は第八十一条の二十四第三項若しくは第六項（連結確定申告期限の延長の特例の場合の利子税）において準用する場合を含む。）の規定による利子税 

２ 　内国法人が納付する次に掲げるものの額は、その内国法人の各事業年度の所得の金額の計算上、損金の額に算入しない。 

一 　相続税法 （昭和二十五年法律第七十三号）第六十六条第四項 （公益を目的とする事業を行う法人に対する課税）の規定による贈与税及び相続税 

二 　地方税法 の規定による道府県民税及び市町村民税（都民税を含むものとし、退職年金等積立金に対する法人税に係るものを除く。） 

３ 　内国法人が他の内国法人に各連結事業年度の連結所得に対する法人税の減少額として収入すべき金額として第八十一条の十八第一項（連結法人税の個別帰属額の計算）の規定により計算される金額又は附帯税（利子税を除く。次項において同じ。）の負担額の減少額を支払う場合には、その支払う金額は、当該内国法人の各事業年度の所得の金額の計算上、損金の額に算入しない。 

４ 　前項の他の内国法人が同項の内国法人に各連結事業年度の連結所得に対する法人税の負担額として支出すべき金額として第八十一条の十八第一項の規定により計算される金額又は附帯税の負担額を支払う場合には、その支払う金額は、当該他の内国法人の各事業年度の所得の金額の計算上、損金の額に算入しない。
（ＬＳ）企業行動と租税　2006年7月28日

出題者：浅妻章如

問題文　

　以下の各問いに答えよ。解答の順序は問わないが、解答に際してはどの問いについてのものであるか明示せよ。条文を参照する必要がある場合は後掲法人税法抜粋によることとする。抜粋に挙がっていない条文が関係する場合にその条文を掲記しないことは減点対象としない。地方税、個人所得税、法人組織再編税制、連結納税制度、同族会社の行為・計算の否認に関する事項については考えなくてよい。

第一問　第0年度の年末に10000を支出して、耐用期間5年、残存価額0の機械を購入した。減価償却の計算方法は定額法によるものとする。機械を購入する際、更に2000の支出があった。この2000の支出が第0年度の費用となるか、機械の取得価額に算入されるか、について、税務署と納税者との間で意見が食い違った。この機械は第4年度の年末に13000で売却された。

(1)　2000の支出の性格について、なぜ税務署と納税者との間で対立が生ずるのか。通常どちらが費用であると主張しどちらが取得価額に算入されると主張するかが分かるようにしながら、論じよ。（10点）

(2)　(1)で論じた通常の場合の納税者の立場と異なる主張を納税者が行なうとする。どのような事情が背景にあると推測されるか、説明せよ。（10点）

(3)　第4年度にこの機械についての譲渡益は幾らになるか。(1)で論じた税務署・納税者それぞれの立場に従って、計算せよ。（10点）

(4)　(1)で論じた納税者の立場に従うと、税務署の立場に従った場合と比べて、税負担は第0年度の現在価値に換算して幾ら軽減されることになるか。税率をt、割引率をrとし、計算式を示せ（計算結果までは示さなくてよい）。（10点）

第二問　Ａ社（日本の株式会社）の子会社・Ｂ社（日本の株式会社）は経営不振に陥っていた。そこでＡ社はＢ社に対する様々な救済策を考えることにした。

(あ)　Ａ社はＢ社に対する過去の貸付金債権を放棄することを考えた。

(い)　Ａ社はＢ社に無利息融資をすることを考えた。

(う)　Ａ社が有する土地をＢ社に譲渡し、Ｂ社がその土地を第三者に転売すること、またはＢ社がその土地を担保に供して融資を受けることを考えた。
(1)　あなたはＡ社から税務上のアドバイスを求められた。判例法理に詳しいあなたは、(あ)の方策に危険を感じた。どのような危険を感じたか、説明せよ。（10点）

(2)　どうもＡ社の幹部は、あなたが「(あ)の方策は危険だ」と諭そうとしても、聞く耳を持たないらしい。そこで、税務署長と裁判になった時には従来の判例法理を打ち破らねばならない、と覚悟した。従来の判例法理を打ち破るためにどのような主張をあなたは展開するか、説明せよ。（10点）

(3)　Ａ社は(い)の方策を実行した。税務署内の検討会議で、税務署長は「適正な利子相当額が、Ａ社からＢ社に経済的に移転してしまっているが、これは典型的な移転価格問題である。移転価格問題に対しては、独立当事者間価格で取引がなされたものと税務上擬制して課税をすべきであるから、本件では適正な利子が付された融資契約であると擬制して課税処分を打つべきだ」と論じた。しかし、同じ税務署の署員であるあなたは、税務署長の課税方法は間違っていると考えた。税務署長の議論の間違いを指摘しつつ、正しい課税を論じよ。（20点）

(4)　(う)の方策が実行された場合に、どのような課税が行なわれるか或いは行なわれないか、場合分けしつつ論じよ。（20点）

（ＬＳ）企業行動と租税　2006年前期　解答例、解説、講評等　

浅妻章如
第一問　【解答例】(1)　金銭の時間的価値を考えると、納税者にとっては費用が早く計上される方が課税繰延となり有利である。逆に税務署にとっては費用が遅く計上される方を主張する。従って、通常、納税者は第0年度の経費であると主張し、税務署は機械の取得価額に算入される、と主張する。

(2)　課税繰延による利益を犠牲にしても費用が遅く計上されることを望む場合としては、例えば、第0年度に他に赤字が生じているため機械に関連して費用を早期に計上してもその費用を利用することができず、後の年度に費用を計上した方が後の年度の黒字を消すことに利用できる、といった場合が推測できる。他に、税率が変更されて後の年度の方が税率が高くなる場合、後の年度の費用として計上してその年の黒字を消すことに利用したが有利である、といった場合も推測できる。

(3)　納税者の立場の場合、第0年度末の機械の取得価額は10000であり、これが5年かけて定額法で減価償却されていくから、第4年度末の取得価額は2000である。13000－2000＝11000が譲渡益である。

　税務署の立場の場合、第0年度末の機械の取得価額は12000であり、第4年度末の取得価額は2400であるから、13000－2400＝10600が譲渡益である。

(4)　納税者の立場の場合、第0年度で2000tの税額が減る。

　税務署の立場の場合、第1年度で400tの税額が減り、これの第0年度における現在価値は400t/(1+r)として求められる、第2年度で400t/(1+r)^2、以下、第3・第4・第5年度でそれぞれ第0年度の現在価値に換算して400t/(1+r)^3、400t/(1+r)^4、400t/(1+r)^5の税額が減る。

　従って両者の立場の違いを式で示すと、次のようになる。
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　ちなみに、t=40%、r=10%として代入してgoogleの計算機能を使うと、
　2000*0.4 - 400*0.4/(1+0.1) - 400*0.4/(1+0.1)^2 - 400*0.4/(1+0.1)^3 - 400*0.4/(1+0.1)^4 - 400*0.4/(1+0.1)^5 = 193.474117
【解説】　課税繰延、金銭の時間的価値、減価償却の仕組みを、具体的な数値のイメージを伴って理解しているかを確認する問題。

　なお、配点は40点と少し甘めに設定してあるが、第二問の方が時間を消費することから、第一問の答案作成に試験時間の4割を費やしているようであると全問解答は厳しい。仕組みを理解していればあとはただの計算問題なので、瞬時に解答できることが望まれる。

【採点基準】　(1)　納税者、税務署それぞれで5点ずつ。なお、ここで間違いは(2)(3)(4)の減点に結び付けない。
(2)　黒字・赤字の関係か税率変更について議論ができていれば10点、両方論じていたら15点。他にも何か説得的なものがあれば5点ずつ加点。

(3)　納税者、税務署それぞれで5点ずつ。「譲渡益」の計算なのに「所得」の計算まで進めてしまった場合は各3点ずつ。

(4)　考え方や式が大体合っているものの軽微なミスがあればミスごとに1点減点（例えばべき乗が一箇所だけ抜けていれば軽微なミスと考えられるが、べき乗が全て抜けていればそれは軽微なミスではなく考え方そのものが間違っていると考えられる）。
【講評】　(2)で損金計上のことを損益計上といっている答案がある。注意されたし。

　(2)で税率変更の可能性を指摘したものが0であった。それほど突飛な可能性であったか。

　(4)で第4年度末に売られたことを前提とした答案がある。問題文では、「納税者の立場」と「税務署の立場」の違いを示すことが要求されているので、第4年度末に売られたことを前提とする必要はないが、前提としても間違いとも言えないので、それを前提として計算式が書かれていれば可とする。第4年度の譲渡益の課税部分のみを比較しているものは不可。
　意外にも第一問で全問正解者は居なかった（最高で惜しくも39点）。(4)がやや難しかったようであるが、(4)ができた人はなぜか他の所を誤っていた。
第二問　(1)　【解答例】　①-1法人税法33条は資産の評価損の計上を禁じている。これを根拠として、日本の裁判例では、債権放棄をしてもそれだけで直ちに貸倒損失の計上を認めるということをしてこなかった。日本の裁判例では、貸倒損失を計上するためには、債務者が債務超過であるだけでは足りず、債務者に支払い能力がなく①債権の全額が回収不能であることが要求されてきた。
　本問の設例では債権の全額が回収不能であるかが明示されていないので②場合分けする。第一に、全額が回収不能である場合、Ａ社は貸倒損失を計上することができるので問題ない。③Ｂ社は債務免除益を益金に計上しなければならないが、そもそも債権が回収不能であるならばＢ社には債務免除益を打ち消すような損失が別途生じている場合が多いであろうから、これも通常は問題とならないであろう。第二に、全額が回収不能であるとまではいえない場合、Ａ社は貸倒損失を計上できないし、③Ｂ社も債務免除益を益金に計上しなければならず、経済的には二重課税の恐れがある。
　結局本問設例では①回収不能でない場合には貸倒損失を計上できない、という危険を感じる。
【解説・採点基準】　ケースブック§323.07 大昭工業株式会社事件・大阪地判昭和33年7月31日行集9巻7号1403頁の理解を問う問題。
　①貸倒損失の計上が認められるためには債権の全額が回収不能であることが日本の裁判例では要求されているということに言及することが核となる。5点。
　①-1その法令上の根拠である法人税法33条（資産の評価損の計上の禁止）や、実質的な根拠（納税者の恣意による国庫の損失）にも言及があるとなお良い。前半後半それぞれ3点ずつ加点。興銀事件の判示事項を挙げている答案もあるが、それについても3点加点。
　②裁判例の「回収不能」という基準に対し、設例では単に「経営不振」とあるだけなので、回収不能であるか否かで場合分けするとなお良い。5点。あるいは、「判例では回収不能が要求されるが設例では回収不能であるか明示されてないので回収不能でない場合には…」といった書き方なら、①②両要素ありとして基本点の10点。
　他にも、債権放棄と寄附金課税の議論をしている場合は5点加点。

　①②に関し損失の計上の可否ではなく22条2項による益金の計上の問題であると勘違いしている場合には5点減点で結局5点。回収不能の議論はできているが2項の益金計上と勘違いしている場合には2点減点で結局8点。
　③また、念頭に置かれる裁判例では債権者の税務上の扱いだけが問題となっているが、できればＡ社・Ｂ社両方の益金・損金の扱いについて言及があるとなお良い。B社の扱いを説明したり経済的な二重課税を説明したりしていれば5点加点。
【講評】　債権放棄から22条2項によるＡ社の益金計上を考えた人へ。時価譲渡を擬制するのは含み益を顕在化させるためであるということを思い出すべし。

(2)　【解答例】　従来の判例法理では貸倒損失の計上に当たっては債権の全額が回収不能であることが要求されてきた。この①形式的な根拠は資産の評価損の計上を禁ずる法人税法33条であり、②実質的な根拠は、債権者の恣意によって損失が計上され国庫の損失によって利益が処分されることは防がねばならないというものである。
　しかし、①第一に形式的な根拠についてであるが、債権放棄をしているのであるから、権利確定主義の原則に照らしても法律上の確定が厳然として存在するので、法人税法33条が禁ずる評価損とは異なるというべきである。②第二に実質的な根拠についてであるが、債権放棄をして私法上は確定的に貸倒損失を顕在化させているのであるから、国庫の損失において債権者が恣意的に利益を処分するという懸念は当たらない。
　③更に、債権を第三者に譲渡した場合においては問題なく譲渡損を計上することが認められることと対比して、債権放棄の時には損失の計上を認めないとすることはアンバランスである。④なお、仮に債権の全額について貸倒損失を計上させることに難があるとしても、そもそも全額を回収する見込みはないと考えられるので、部分的な貸倒損失の計上だけでも認めて然るべきである。
【解説・採点基準】　前記§323.07 大昭工業株式会社事件その他の日本の裁判例（最近では興銀事件・最判平成16年12月24日民集58巻9号2637頁）が採用している「回収不能」という基準に対して、少なからず批判があることも学習した。その理解を問う問題。
　批判の論拠は多岐に渡りうるが、まずは判例法理に対応した形で反論を展開するのが王道であろう。

　①第一に、裁判例が形式的な根拠とする法人税法33条の評価損と、法的な確定の伴う債権放棄の場合の損失との違いを強調する。5点。
　②第二に、裁判例が実質的な根拠とする国庫の損失の懸念について、損失が経済的に発生している場面ではその懸念が妥当しないことを論ずる。5点。
　判例法理に対応した形で反論を展開する他にも、幾つか判例批判の根拠があることを学習した。
　③債権譲渡やＤＥＳ(debt equity swap)などとのバランスの観点。5点。
　④部分貸倒を提唱する学説の存在。5点。
　もちろん講義で触れた以外の理由でも、説得力があれば5点ずつ加点する。

【講評】　5・6人目の答案（誰かは不明）は独自説で興味深いので加点した。できれば前記の様な標準的な反論も確認しておくべし。

(3)　【解答例】　仮に税務署長の論ずる通り適正な利子が付された融資契約であると擬制するならば、Ｂ社がＡ社に適正な利子を支払うことを税務上擬制することとなり、そしてそれで終わりである。しかし日本の裁判例では、資産や役務を無償で提供した場合、有償で提供して代価を得、そして当該代価を相手方に無償で給付することと同じである、と考えられているので、①税務署長の議論では後半の代価の無償給付の部分が抜け落ちているという間違いがある。
　②無利息融資がなされた場合、まず、法人税法22条2項にいう無償での役務の提供に該当するので、適正な利息相当額をＡ社は益金に計上しなければならない。
　③次に、同額の贈与があったと考えられる部分については、法人税法37条にいう寄附金に該当するかが問題となる。単なる贈与であれば寄附金に該当するが、合理的な経済目的がある場合には寄附金に該当しないのであって、設例のように経営不振の子会社を救済する目的での無利息融資には合理的な経済目的が認められる可能性もある。そこで③-2場合分けする。③-3合理的な経済目的が認められる場合、寄附金に該当しないので、法人税法22条2項に照らし益金が計上されるといっても結局同額が社外に流出していてそれが損金に計上できることになる。この場合結局Ａ社の課税所得は増えない。③-4合理的な経済目的が認められない場合、寄附金に該当するので、法人税法37条3項に規定する損金算入限度額の範囲内でのみ損金算入が認められることとなる。結局、適正な利息相当額のうち寄附金損金算入限度額を超える額だけ、Ａ社の課税所得は増えることとなる。③-1税務署長の議論のように適正な利子が付された融資契約であると擬制する場合と異なり、寄附金の損金算入限度額の範囲に限っては損金算入が認められることとなる。
　Ｂ社については、Ａ社から役務の提供を無償で受けたことになるが、④-1法人税法22条2項は無償による資産の譲受けに言及しているものの無償による役務の提供を受けることには言及がないので、益金計上の必要はない。ただ、④-1利息を払っていない以上損金に計上する額がないので結果的にＢ社の課税所得が増えることとなるだけである。④税務署長の議論のように適正な利子が付された融資契約であると擬制する場合には、Ｂ社は適正な利息相当額を損金に計上することとなるのであろうが、それは間違いである。④-2なお、Ａ社に対する法人税法37条の適用の有無は、Ｂ社の扱いに影響しない。
【解説・採点基準】　ケースブック§322.03 清水惣事件・大阪高判昭和53年3月30日高裁民集31巻1号63頁の理解を問う問題。本問設例の税務署長はうっかり国際取引に関する移転価格課税（租税特別措置法66条の4）の議論を持ち出してきてしまったようである。事実の経済的認識としては移転価格問題で間違いないが、国内取引に法人税法22条や37条が適用される場合、課税結果は租税特別措置法66条の4の場合と若干異なる。勿論、本問で租税特別措置法66条の4に言及しないことは減点対象とならない。
　①税務署長の最も重要な間違いは、日本の裁判例では有償取引に続けて代償の無償給付を擬制するのが通例であるところ、税務署長の議論では後半部分が抜け落ちてしまうことである（二段階説のみが論理的帰結かについては諸説ありうるが、二段階説か一段階説かはともかく無償給付部分の擬制がないことは税務署長の重要な誤りである）。これを指摘することが核となる。5点

　あるべき正しい課税について論ずべきことは、Ａ社について②法人税法22条2項の適用、③37条（寄附金）の適用の有無、そして④Ｂ社について法人税法22条2項及び3項の適用の有無である。なお、②と③を別個に論じた方が分かりやすいと思われるが、実務では②③を同時に処理することもある。
　②Ａ社について法人税法22条2項が適用されて益金計上が要求される。5点
　③Ａ社について法人税法37条が適用されると、寄附金損金算入限度額の範囲内でしか損金算入が認められない、ということを述べることが核となる。5点

　①②③を説明していれば基本点15点。なお、署員であるあなたは、税務署長が後述の合理的な経済目的を考慮していなかったことを間違いと考えた、とする筋の答案も考えられるので、この筋の答案でもきちんと論じられていれば基本点15点。税務署長の誤りについて、否認規定なき租税回避否認だから租税法律主義違反という議論をしている場合、ありえない議論ではないがやはり法人税法22条が根拠規定であると普通は考えられていて無理のある議論なので、①の要素については2点減点で3点。
　③-1税務署長の議論と比べ、37条が適用される場合には損金算入限度額の範囲内でのみとはいえ損金算入が一部認められるという違いがある、ということに言及があるとなお良い。
　③-2法人税法37条が適用されることばかり論ずるのではやや足りない。裁判例では合理的な経済目的がある場合には寄附金に該当しない可能性があるとされている。経営不振の子会社を救済することというのは正に合理的な経済目的に該当する可能性がある（法人税基本通達9-4-2もその旨を述べるが通達を掲げないことは減点対象でない）が、可能性があるだけなので場合分けすることが望ましい。合理的な経済目的について論じていれば5点加点。場合分けしてきちんと論じていれば10点加点。
　③-3場合分けした結果、合理的な経済目的が認められる場合には、37条が適用されず、結局損金算入ができるということである。

　③-4合理的な経済目的が認められない場合には、37条が適用されるということであり、寄附金損金算入限度額超過部分は損金算入不可である。。

　④Ｂ社については、税務署長の議論の通りであると適正な利息相当額がＢ社の損金に算入されるのに対し、正しくは法人税法22条3項の不適用の結果Ｂ社の損金算入がない、という違いを指摘することが核となる。基本点5点。
　④-1この際、法人税法22条2項の適用が無いことや、益金算入がなくても損金算入もないため通常の取引と比べて結果的にＢ社の課税所得が増えることに言及があると、なお良い。損金算入がないから課税所得が増えるではなく、受贈益を益金に計上するから課税所得が増えると勘違いしている場合は基本点から2点減点で3点。
　④-2Ａ社の寄附金課税の有無とＢ社の課税との無関係について言及があるとなお良い。5点加点。
【講評】　受贈益のことを譲渡益とする答案がある。贈与と譲渡とを混同するのは学部生ならたまにあるミスであるが、LSでは恥ずかしい。

(4)　【解答例】　Ａ社がＢ社に土地を譲渡する場合、まずＡ社に対する法人税法22条2項の適用が問題となる。①無償で譲渡した場合、法人税法22条2項によりＡ社は益金計上が要求される。これは社外流出時に含み益を顕現化させる必要があるためであり、Ａ社は時価で土地を売ったものと見なされて、時価と取得価額との差額である譲渡益が課税所得に含められる。①-1法人税法には明示されていないが、日本の裁判例に照らすと、著しく低額で譲渡した場合も無償譲渡と同様に扱われる。
　このようにして土地の譲渡益が強制的に顕現化させられた後、②土地という資産がＡ社から流出しているのでそれが損金に当たるかが問題となる。これについては、法人税法37条にいう寄附金に該当するかが問題となる。(3)で論じたように、子会社救済のためであれば合理的な経済目的が認定される可能性もあるので、合理的な経済目的が認定される場合は、土地の時価相当額の寄附金は認められず、損金算入となる一方、合理的な経済目的が認定されない場合は、時価相当額の寄附金が認められ、寄付金損金算入限度額超過部分は損金算入できない。

　③無償譲渡又は低額譲渡に当たらない価額で譲渡した場合は、その価額と取得価額との差額である譲渡損益が課税所得に含められる（譲渡損失が発生する場合には課税所得が減ることとなる）。

　④寄附金該当性についてであるが、時価で譲渡している場合には寄附金に該当しえない。また、時価で譲渡するならば子会社の救済に役立たないから通常は時価での譲渡はないと考えられる。従って、時価よりは若干低いが低額譲渡とまではいえない価額で譲渡した場合ということになろう。この場合、時価と実際の価額との差額が無償給付されていると見うるかが論点として考えられる。低額譲渡に当たらない程度の値引きは通常でも行われうることであるので、寄附金に該当しないとも考えうるが、設例では子会社救済目的であって通常の値引きとは意味が異なるので、合理的な経済目的の認定がない場合には寄附金に該当するとも考えうる。

　Ｂ社については、⑤無償譲渡の場合、法人税法22条2項により受贈益を益金に計上しなければならない。低額譲渡の場合も同様に考えられる。これらの場合において、⑥既に土地の含み益についてはＡ社の段階で課税されているので、Ｂ社の下での土地の取得価額は時価に付け替えられる。従ってＢ社がその土地を第三者に転売しても、第三者との取引は通常時価でなされるであろうから、再度譲渡益が計上されることはない。なお、⑥-1Ｂ社が特定の値段で特定の者に転売することが義務付けられた場合を扱った裁判例が存在するが、設例ではＢ社が転売する先は第三者であるので、事案を異にする。⑥-2Ｂ社が土地を担保に供して融資を受けても、土地が譲渡されたわけではないので、課税関係は何も生じない。
　⑦無償譲渡又は低額譲渡に当たらない価額での譲渡の場合、付された価額が時価であれば受贈益は当然ありえない。⑧時価よりは若干低いが低額譲渡とまではいえない価額であった場合に、時価と実際の価額との差額の受贈益を計上すべきかという論点が考えられるが、Ａ社から見て寄附金に該当するといえるならばＢ社にとっても受贈益にあたるといえよう。⑦-1どちらの場合でも土地の取得価額はその時に付された価額によることとなる。⑧-1Ａ社から譲受けた時の価額と時価との差額が受贈益に含まれる場合であっても、当該差額は取得価額を加算する理由には当たらないであろう。
【解説・採点基準】　設例では単に「譲渡」とあるだけで対価が明示されていないので、無償譲渡・低額譲渡に当たる場合と当たらない場合とに場合分けして議論することが核となる。(1)～(3)においても場合分けが施されることが望ましいが、本問では場合分けの巧拙が一層試される。資産の無償譲渡についてケースブック§322.02 相互タクシー事件・最判昭和41年6月24日民集20巻5号1146頁を、寄附金についてケースブック§323.11 太洋物産売上値引事件・東京高判平成4年9月24日行集43巻8=9号1181頁（及びそのNOTE 1.）を、土地の取得価額について§323.12 PL農場事件・大阪高判昭和59年6月29日行集35巻6号822頁を想起してほしい。
　①まず、無償譲渡時の譲渡人・Ａ社の課税から論じた方が分かり易かろう。無償譲渡の場合には、社外流出時に含み益を顕現化させる必要があるという§322.02 相互タクシー事件の判例法理を説明することが核となる。5点。
　①-1低額譲渡の場合も無償譲渡と同様に扱われることにつき言及があるとなお良い。3点。
　②次に、Ａ社の損金算入の可否に関し(3)と同様に寄附金の問題が登場する。(3)できちんと論じていれば(4)での議論が簡略化されていても問題なかろう。5点。寄附金の問題としては論じてないが、所得移転の問題として論じている場合には、3点。
　③無償譲渡・低額譲渡に当たらない場合は、契約で付された価額を基に譲渡損益が計算されるだけである。5点。①と③の場合分けはできているが③が間違っている場合は2点減点で3点。なお、子会社救済だから時価より低いはずというのは筋が通っているので３点加点。
　④低額譲渡に当たらないものの時価より低い価額で譲渡している場合に、時価との差額が寄附金に該当するか、という論点がありうる（37条8項）。しかし、②とも被る話であり、しかもそれは結局(3)とも被る話である。また、寄附金に該当するという結論も該当しないという結論も状況次第で導きえよう。5点。
　⑤Ａ社だけでなくＢ社の課税関係も考えるべきである。ここでも無償譲渡・低額譲渡の場合とそうでない場合との場合分けが必要であり、前者の場合には受贈益の計上と、（5点）
　⑥Ｂ社にとっての取得価額が時価になるという点が核となる。5点。転売後の譲渡益に意識がいっているが取得価額の調整が論じられてない場合、2点減点で3点。
　⑤に関連し、受贈益を益金に計上しても、普通は別途マイナスがあって通算されるであろう、という議論で、5点加点。

　⑥-1転売と聞いて、転売するという条件に拘束されている場合の§323.12 PL農場事件を想起した人がいるかもしれない。第三者に転売する例がこの裁判例の射程の範囲内かを論じている答案があるとすれば、お疲れ様、立派です。5点加点。
　⑥-2土地を担保に供す、という部分は目くらましである。基本的に、担保とか借金とかだけでは課税関係は生じない。私法では「処分」というと「譲渡」だけでなく「担保提供」も含むことが通例であるが、税務上は「譲渡」と「担保提供」との間に深い溝があるのである（なぜ私法と税務とでこんな違いがあるのか、突っ込んで検討してみると面白いかもしれない）。しかし、課税関係が生じないことをきちんと論じていたら、それはやはり加点要素であろう。5点加点。
　⑦無償譲渡・低額譲渡に当たらない場合は特別な課税問題を考えるというよりも寧ろ、⑤との違いが述べられていれば足りる。

　⑦-1土地の取得価額についても、⑥との違いが述べられていれば足りる。

　⑤⑥⑦⑦-1を論じていて基本点10点。場合分けがなければ5点減点。

　⑧尤も、④で考えたこととパラレルに考えていけば、低額譲渡に当たらないものの時価より低い価額での譲渡の場合に、差額が受贈益に該当するのかという問題がある。しかし、ここまで考えて答案を作成したとすれば、お疲れ様、立派です。5点加点。
　⑧-1更に細かく言えば、差額が受贈益に含まれる場合にそれが土地の取得価額に含められるかという論点が考えられる。本当にお疲れ様である。5点加点。
【講評】　転売か担保提供かの場合分けが本問の核ではなく前述の通りＡ・Ｂ間の譲渡時の対価についての場合分けが本問の核である（もちろん前者の場合分けについてもその後が適切であれば加点するが）。担保提供に惑わされた人は今後頑張って。

　Ａ・Ｂ間の譲渡時の対価について、時価であれば子会社救済にならないのでその選択肢は始めから除外しておかしくないが、無償譲渡と同視されるような低額譲渡のみを想起するのはやや早とちり。著しく低額であるとされない程度に時価より低い対価での取引を、熟練したtax plannerなら考えるであろう。

　担保提供に関して、なぜかＡ社が土地を担保に提供するという前提の答案が複数あった。設例では「Ｂ社がその土地を担保に供して」とあるのだが、謎。

　譲渡による収入のことを譲渡所得といっている答案がある。基本的には収入がgrossの概念、所得がnetの概念なので注意されたし（ただし収入・所得とgross / netが厳密に対応して用いられているとも限らないのでややこしいところがあるのだが）。
【全体についての講評】　大体思っていた位の水準の答案が書かれていたので、大変ほっとしました（これまでは何度も悲惨な状況の答案を目にしてきていたので）。学部では答案があまりにあっさりしすぎている（諦めが早すぎる）ことにがっかりしてきたが、ここでは頑張って論点を摘示しようとする姿勢の見える答案が多かったことも、喜ばしいです。
　取引がある場合には両当事者の課税関係に意を配るべし（実務・訴訟手続はどうしても別々になってしまうけど）、と講義では繰り返してきました。両当事者に言及できた人、おめでとう。その感覚を忘れずに司法試験でも実務に就いてからも頑張って下さい。

　当たり前ですが、上記論点を全て盛り込んだ答案を90分以内に書くことができるはずはありませんしそこまで要求もしていません。論点を沢山書いたらそれだけ加点するということです。平易な問題文でも場合分け次第で論点が豊富になってくる、ということを理解してもらえると良いと思います（真相としては、基本的な論点を念頭に置いて問題文を作ってみたものの、解説を書いてみると関連しうる論点を示さざるを得なくなった、ということなのだが）。重要な論点（解説中で「核となる」と言っている所）をきちんと摘示していれば単位は付くでしょう（出席等の平常点が足りないという理由の場合はともかく）。

得点分布（100点満点）　最高点91点　最低点46点　平均点74.8点
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